
  

Ｑ 日本ではどの程度に不妊治療（生殖補助医療等）が普及していますか。

Ａ

不妊治療は、健康保険が適用される一般不妊治療と適用されない生殖補助

医療に大別される。

一般不妊治療には、排卵誘発剤などの薬物療法、卵管疎通障害に対する卵

管通気法、精管機能障害に対する精管形成術の３種類が挙げられる。治療患

者数は、厚生労働省「平成 年度厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特

別研究「生殖補助医療技術に対する国民の意識に関する研究」報告書」（

年 月）によると、排卵誘発剤の薬物療法だけでも推計 人（ 年）

といわれている。

生殖補助医療には、人工授精、体外受精、代理懐胎の３種類が挙げられる。

人工授精は、精液を直接子宮腔に注入し、妊娠を図る治療法である。精子

提供者が夫か、別の精子提供者かにより、配偶者間人工授精（ ）と非配偶

者間人工授精（ ）に区別される。治療件数は、 では 件（ 年）

である。１回当たりの治療費は１～３万円程度である。

体外受精は、採卵手術により、排卵前に体内から取り出した卵子と精子の

受精を体外で行う治療法である。治療方法には体外受精・胚移植（ ）、

凍結胚・融解移植、顕微授精などが挙げられ、最もよく知られているのが体

外受精・胚移植（ ）である。これは採卵により未受精卵を体外に取り

出し、精子と共存させる（媒精）ことにより得られた受精卵を、数日培養後、

子宮に移植する（胚移植）治療方法である。また、体外受精を行った際、得

られた胚を凍らせてとっておき、その胚をとかして移植する治療方法として、

凍結胚・融解移植が存在する。凍結胚・融解移植を行うことで、身体に負担

のかかる採卵を避けながら、効率的に妊娠の機会を増やすことが可能である。

さらに、体外受精では受精が起こらない男性不妊の治療のため、顕微授精

（ ）という卵子の中に細い針を用いて、精子を１匹だけ人工的に入れる

治療方法も存在する。体外受精の治療件数は 件（ 年）にのぼり、

年前の 件（ 年）から大きく増加している。アメリカの体外受
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精は 万件程度といわれており、同国の総人口が３億人弱であることをふ

まえると、日本の不妊治療件数は相当に多いといえる。なお、治療費は平均

的に 万円から 万円程度である。

日本では 年代後半から晩婚化・晩産化が進んでいる。人間は高齢期に

なるほど卵子数が減少し、精子の質も劣化していくことから、高齢期に生殖

補助医療を行っても、必ず妊娠できるものではなく、産まれてくる子どもに

もリスクがあり万全ではない。

＜図表 不妊治療の種類とその概要＞
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